
1．はじめに

　RC 構造物の効率的な維持補修を実現するためには，維持補

修計画に応じたライフサイクルコスト(LCC)を評価し，その費

用対効果を明らかにする必要がある．本研究では，塩害や中性

化による劣化進展を確率論的手法により定量的に評価する手法，

そして経年劣化や地震によって生じる性能の低下をリスクとし

て捉え，コストとして加算することにより，LCC を評価する

手法について検討した．

2．評価手法の概要

2-1．経年劣化予測 1）2）

劣化予測解析では，かぶり，表面塩化物イオン濃度，拡散係

数そして中性化速度をパラメータとして，4段階（Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，

Ⅳ）に分類された鉄筋の各腐食状態の発生確率を評価した．ま

た本解析ではベイズ統計手法を用い，目視点検や詳細点検で得

られる劣化情報を取り入れ予測解析の精度改善を図った．

2-2．リスク評価手法

本研究で示すリスクとは、構造物が供用期間中に経年劣化や

地震等により予期せず損傷し，損失を伴った状態となることを

意味する．本研究ではこのリスクを損失期待値として次式のよ

うに定量化した 3）．

　　R＝ΣPi×Ci

ここで，R はリスク，P は被害形態 iの発生確率，C は被害形態

i に伴う損害の大きさを表す．以上のように，リスクをコスト

として定量化することにより，維持補修対策によるリスクの低

減がその効果として評価できる．

1）経年劣化リスク

一般に塩害や中性化により鉄筋腐食が進行した場合，鉄筋の

断面欠損によって構造物の耐力が低下すると考えられる．経年

劣化リスクの検討ではこの鉄筋腐食に伴った耐力低下により構

造物が損傷するものと仮定した．具体的には，構造物の被害形

態（無被害，軽微，中破，大破等）を定義し，構造物の被害形

態の発生と鉄筋の腐食状態の発生を関連付け，鉄筋腐食の劣化

予測から構造物の被害形態の発生確率を評価した．

2）地震リスク 3）

地震リスクによる検討では，まず各被害形態に対して地震動

レベルに応じた条件付き損傷確率を示す地震損傷度曲線を評価

する必要がある．この地震損傷度曲線と各被害形態に応じた損

害の大きさとを掛け合わせることにより，地震ロス関数を求め

た．なお，この地震ロス関数は構造物の耐震性能を示すものと

なる．最終的に地震リスクは，地震ロス関数と構造物の立地場

所における地震発生危険度を示した地震ハザード曲線を合積し，

年間期待損失として求められる．

3．試算例

東京都内に位置し供用後 30 年経った橋梁を対象に本手法の

適用性について検討を行った．本検討では床版の経年劣化によ

る損傷と橋脚の地震損傷について試算した．なお経年劣化の損

傷と地震損傷の発生は独立として扱った．

経年劣化予測解析のためのパラメータを表-1に示す．

表-1　パラメータの設定値

劣化要因 設定値
かぶり 50mm

表面塩化物イオン濃度 10kg/m3

拡散係数 2.5×10-8cm2/sec

中性化速度係数 0.2mm/√日

　図-1 に劣化予測結果を示す．供用 30 年時点の目視点検結果

では劣化状況はⅡとⅢの中間であると判定された．一方，予測

解析では点検結果よりも劣化が進んでいると推定され，目視点

検結果と予測値とは異なっていた．そこで，かぶりを確率変数

としてベイズ確率を用いて母数推定を行い，補正したかぶりの

値を用いて，30 年以降の将来予測を行なった．現時点の目視

点検を取り入れて補正したために 30 年目で劣化予測曲線に不

連続点が生じている．

　補修対策として表面被覆工および断面修復工＋表面被覆工＋

鉄筋取替の 2 ケースを現時点で適用した場合について計算を行

い比較検討した．図-2 に表面被覆工を適用した場合の劣化予測

結果を示す．ここで表面被覆工の効果は，補修後 15 年程度あ

るものとして設定しており、それ以降は被覆層の劣化により再

び鉄筋腐食が進行する．図-3 に示した断面修復工＋表面被覆工

＋鉄筋取替を実施した場合には，より高い補修効果が得られる．
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以上の劣化予測結果と図-4 に示す構造物の被害形態と鉄筋の腐

食状態の関係から被害形態の発生確率を評価し，経年劣化リス

クを求めた．

地震リスクの評価では対象橋梁の地震ロス関数が図-5 のよう

に評価された．ここで物的損失は構造物を健全な状態に戻すた

めにかかる費用であり，機能損失は交通が回復されるまでの料

金収入等の損失である．

図-6 に劣化リスクと地震リスクを考慮した LCC 評価結果を

示す．ここでは対策なしの場合と上述の補修対策 2 ケースにつ

いての比較を行った．LCCの内訳は劣化リスク，地震リスク，

保全費用，補修費用からなる．表面被覆工法と対策なしの場合

はそれ程差が認められないが，より補修効果の高い断面修復工

を実施すればLCCを小さくすることができると考えられる．
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4．まとめ

　RC 構造物の経年劣化や地震によるリスクを考慮した LCC 評

価手法の概要について例題を用いて報告した． 今後，より多

くの実データを用いて予測解析モデルの精度向上を図るととも

に，塩害や中性化以外の劣化原因に対する予測解析のモデル化

などについても検討し適用範囲の拡大を図る．
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図-1　目視点検結果による補正後の劣化予測図
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図-2　補修後（表面被覆工）の劣化予測図

図-3　補修後（断面修復工）の劣化予測図

図-4　各被害形態と鉄筋劣化状態の関係

図-5　地震ロス関数

図-6　LCC評価結果
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図-5　地震ロス関数

0

500

1000

1500

2000

2500

0 500 1000 1500 2000
基盤最大加速度 (Gal)

コ
ス
ト
（
U）

物的損失

機能損失

-389- 土木学会第56回年次学術講演会（平成13年10月）

VI-194


